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研究項目

①COVID-19の流行下における人工妊娠中絶の実態調査 （安達知子研究代表者）

②COVID-19の流行下における妊活中の患者および不妊治療施設における生殖医療
に対する意識と実態の調査 （堤治研究協力者）

③COVID-19の流行下における性暴力被害者のためのワンストップ支援センターの
状況調査 （安達知子研究代表者）

④COVID-19の流行下における、妊娠、避妊に対する意識と行動の実態調査および
若年者への啓発・教材作成の取り組み （北村邦夫分担研究者）

⑤COVID-19の流行下の自粛により妊娠継続に恐怖感を覚える女性のメンタルの
諸問題の調査とその対応および支援方策の検討 （北村俊則分担研究者）

⑥COVID-19の流行下での「困難な問題を抱える居場所のない若年女性」の予期せぬ
妊娠等に関する実態調査と支援方策の検討 （種部恭子分担研究者）

研究① COVID-19の流行下における人工妊娠中絶の実態調査

目 的

COVID-19流行の影響により、外出制限などの自粛生活を求められる状況にお

いて、欧米などを中心にDV発生件数の増加が報告された。このような事実を受

けて、日本においてもDVなどの暴力被害件数が増加する可能性が考えられた。

これらを背景として、DV被害などによる予期せぬ妊娠や人工妊娠中絶が増加す

る懸念を抱き、現状を把握すべく、人工妊娠中絶件数の変化、人工妊娠中絶患

者の背景およびこれらに対するCOVID-19流行の影響に関して調査を行った。

また、今後このような感染症などによる活動自粛を求められる状況が発生した

際に、どのような支援や施策が必要かについて検討した。
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２．調査方法

各都道府県より3－8施設、192施設に研究協力依頼を行い、調査をおこなった。
（１）施設の意識調査-182施設（調査１）
・施設の種類
・2019年1-12月および2020年1-9月の各施設での月毎の人工妊娠中絶件数
・中絶件数の増減の印象
・中絶を選んだ背景におけるCOVID-19流行の影響の有無
・中絶選択に対する性暴力やDVなどの影響の有無

（２）人工妊娠中絶手術症例の背景を含めた実態調査-178施設（調査２）
2020年10月15日-11月14日の31日間に人工妊娠中絶を受けた患者を対象と
して、年齢、週数、妊娠・分娩回数、婚姻状況、避妊法・緊急避妊使用の有無、
中絶を選択した背景等をCOVID-19流行の影響も含めて、医療者からの聞き
取りによる調査をおこなった。

（１）施設の意識調査 （調査１）
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全国の人工妊娠中絶の2019年までの総計の推移と2020年の予測
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2020年と2019年の人工妊娠中絶件数の比較

ー9.3％ ー7.2％ ー20.9％ ー18.1％ー3.8％ ー14.6％ー20.1％ ー12.5％ー8.2％

減少率は推定の2.7％に比較して大きく、特に5-7月は著明、8-9月も減少は大きい
対象施設の2019年全体の中絶件数は国の2019年度の件数の約20％を占める

1-9月の平均減少率12.8％
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施設回答者の中絶件数の増減の印象
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増えたと感じる割合 減ったと感じる割合 ほぼ同じと感じる割合

増えたと感じる施設もあるが、減ったと感じる施設の割合は増えたと感じる施設の約3倍多い

母の年齢 1975 1985 1995 2005 2015 2016 2017 2018 2019

総数 1,901,440 1,431,577 1,187,064 1,062,530 1,005,721 976,978 946,146 918,400 865,239

～14歳 9 23 37 42 39 46 37 37 40

15～19 15,990 17,854 16,075 16,531 11,891       11,049 9,863 8,741 7,742

20～24 479,041 247,341 193,514 128,135 84,465 82,169 79,272 77,023 72,092

25～29 1,014,624 682,885 492,714 339,328 262,266 250,639 240,959 233,754 220,933

30～34 320,060 381,466 371,773 404,700 364,887 354,911 345,441 334,906 312,582

35～39 62,663 93,501 100,053 153,440 228,302 223,287 216,954 211,021 201,010

40～44 8,727 8,224 12,472 19,750 52,561 53,474 52,108 51,258 49,191

45～49 312 244 414 564 1,256 1,350 1,450 1,591 1,593

50歳以上 7 1 - 34 52 51 62 68 56

不詳 7 38 12 6 0 0 0 1

厚生労働省人口動態統計

母の年齢別出生数の年次推移

前年度からの減少率（％） 2.9 3.1 2.9 5.8

参考資料
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妊娠届出数の変化
（件）

1-9月の平均減少率は4.9％で 5月，7月の減少は著明．妊娠届出は7-10週、概ね11週
までに行われ、7-9ヵ月後の分娩件数を反映する．届出週数は中絶週数とほぼ一致する. 

1-9月の平均減少率4.9％

参考資料

厚生労働省の調査より
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4/7～ 7都府県

中絶の減少率 -9.3% -7.2% -3.8% -8.2% -20.9% -18.1% -20.1% -12.5% -14.6%

妊娠届の減少率 -1.4% -4.4% +3.9% -0.3% -17.6% -5.7% -10.9% -6.0% -1.0% -6.6%

8月以降中絶件数と妊娠届出件数の減少率に乖離が見られる



7

（２）人工妊娠中絶手術症例の背景を含めた実態調査

（調査２ 2020年10月15日-11月14日）

総計（人）
2,004

100(％)

15-19歳 137 6.8

20-24歳 554 27.6

25-29歳 411 20.5

30-34歳 372 18.6

35-39歳 342 17.1

40-44歳 174 8.7

45-49歳 13 0.6

不明 1 0.0

対象年齢の分布
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今回調査と2019年度全国報告の比較
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今回の調査と2019年度全国報告の中絶週数

今回調査は7週以前の初期中絶件数が2019年の全国報告よりも多く見えるが、1ヵ月間の調査であることから明確にはいえない

12週以降の中期中絶件数は極めて低い
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5歳階級別中絶週数の比較

今回調査で、妊娠12週以降の中期中絶の割合は少ないが、年齢が若いほど人工妊娠中絶は妊娠週数が進んでから行っている .
⇒若い年齢ほど中絶する週数は大きくなり、身体に負担のかかる手術となっている。この傾向は2019年の全国統計と同様．

参考資料

■COVID-19の国内の発生状況（新規PCR陽性者/日）
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対象の推定性交期間
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過去の中絶回数
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133
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ｎ＝1960

（0.1%）（0.1%）（0.0%）

反復中絶率31.8％は過去の報告例（25％前後）に比較して、やや高めである

339

943

709

0 200 400 600 800 1000

不明

避妊なし

避妊あり

避妊の有無

(47.1％)

(35.4％)

(16.9％)

n=1991

2019年国連報告における日本人（2015年）の避妊実施率39.8％
サブ解析を行っても、年齢による避妊実施率や避妊法の違いはほとんどなかった
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回答数 %

コンドーム 463 65.3

腟外射精 151 21.3

ピル 15 2.1

コンドーム＋腟外射精 63 8.9

コンドーム＋ピル 3 0.4

腟外射精＋ピル 2 0.3

コンドーム＋腟外射精＋ピル 1 0.1

不明 4 0.6

その他 2 0.3

回答なし 5 0.7

463

（65%）

151

（21%）

15

（2%）

63

（9%）

コンドーム

腟外射精

ピル

コンドーム＋腟外射精

コンドーム＋ピル

腟外射精＋ピル

コンドーム＋腟外射精

＋ピル

不明

避妊法別の分布

n＝709（100％）

2016年北村報告「男女の生活と意識に関する調査」：避妊法内訳コンドーム82％、腟外射精19.5％、ピル4.2％
2008年安達報告（厚労科研）：人工中絶時の避妊実施率48％、内訳コンドーム54.7％、腟外射精41.2％、ピル0.5％

21

217

530

0 100 200 300 400 500 600

ピル

腟外射精

コンドーム （74.8％）

（34.6％）

（3.0％）

重複回答あり

避妊法別の分布
（コンドーム・腟外射精・ピル選択例の割合、重複あり）
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避妊法 理想的な使用(％) 一般的な使用(％)

避妊せず 85 85

腟外射精 4 22

コンドーム(男性用) 2 18

ピル 0.3 9（0.29＊）

薬物添加子宮内避妊具IUD 0.2 0.8

女性不妊手術 0.5 0.5

男性不妊手術 0.1 0.15

各種避妊法１年間の失敗率（妊娠率）：パール指数
理想的な使用とは、選んだ避妊法を正しく続けて使用している場合を指す

参考資料
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0 500 1000 1500 2000

不明

緊急避妊なし

緊急避妊あり

（9.3％）

（2.7％）

ｎ＝1930

緊急避妊の有無

緊急避妊を行っても妊娠したものが全体の2.7％いた.緊急避妊薬で100％の妊娠回避ができないことは明らか
であるが、予期せぬ妊娠を防ぐ最後の手段としてその存在を知り、使用できる状況にあることは必要.
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5歳階級別コロナの影響の有無

1

35

46

30

29

10

6.0

8.6

8.2

11.6

6.5

0.7

77.8

78.7

75.8

73.9

79.9

83.6

16.2

12.7

15.9

14.4

13.6

15.7

10 30 50 70 90

050

15-19歳

20-24歳
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30-34歳

35-39歳
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あり（件） あり（％） なし（％） 不明（％）■影響有の件数

総計 影響あり：152件（7.7％)， なし：1,524件（77.6％),      不明：289件 (14.7%)

ｎ＝1965件

コロナの影響は、少数ではあるが、7.7％（13人に1人）は影響があると考えている
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中絶選択に対するコロナの影響については、経済的な理由が大きい、都道府県による差はほとんどなし
コロナの影響によるDV等による妊娠はゼロであった
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全体の調査結果（1+2）と考察

1. 2020年の中絶件数は全国的に減少し特に5-7月の減少は著しかった．これを国の妊娠届出

件数の減少と併せて考察すると、第一波の緊急事態宣言による自粛の影響で妊娠する機会

の減少に伴った可能性は高い. ただし、自粛の内容（性行動、避妊行動、性交回数など）を

併せて調査する必要がある⇒北村邦夫班 妊娠届出をしない予期せぬ妊娠の動向は不明で、

今後の出生数の動向から考察する必要がある⇒種部恭子班報告も参照

2. 全国妊娠届出件数は8月以降回復傾向があり、引き続き減少している中絶件数と乖離が生じ

ている．これは妊活、不妊治療の再開に伴って妊娠の増加が影響してきた可能性がある．

⇒堤 治共同研究.

3. 中期中絶は少ないが、若い世代ほど週数が進んでから行われている．避妊は35％に実施さ

れているが、より確実な避妊を行えば中絶件数の減少につながる可能性は高い.

4. 中絶選択に対するコロナの影響は7.7％と少ないものの、その理由は経済的理由が多く、DV

等暴力によるものはコロナの影響に結びついていない．また、本人がDVと認識していないこ

とも影響している可能性はある. さらにコロナの影響は既婚者、子どもが1人以上、主婦、お

よび所得が比較的少ない、あるいは不安定な職業のものに多いことから、これらの対象を意

識した、相談体制や経済的な支援が必要である．

総 括

1. 世界中でDV等の暴力増加が懸念される中、予期せぬ妊娠等の増加や中絶時期の遅れ等

が生じる可能性が予想されたが、日本では5-9月の時期に人工妊娠中絶件数は減少し、

また、妊娠件数も減少したことより、予期せぬ妊娠等による中絶が増加したとは言い難い．

2. 自粛の影響等で医療機関受診の遅れに伴う中絶時期の遅れ、中期中絶件数の相対的な

増加などが懸念されたが、中期中絶は少なかった. しかし、妊娠22週を超えて妊娠継続し

た予期せぬ妊娠件数については、この調査では不明である．

3. 中絶件数の減少は、妊娠数の減少を反映した可能性が高い. 避妊行動については不明で

あるものの、確実な避妊法を選択した結果とは考えづらい.

4. バイアスとして、本人のDVやデートDVなどの認識が低い可能性はあるものの、コロナの

影響はDV等の暴力による中絶に結びついていない.

5. コロナの影響は必ずしも大きくはないが、経済的理由を挙げるものが多かった。経済的支

援は重要と考えられる．

6. 避妊後進国である日本で、年齢や状況に合った適切な避妊行動をとれるような教育・広報・

支援を行うことにより、さらに予期せぬ妊娠等を減少させることが期待される．
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課題から見た今後の施策

1. 避妊法を含めた有効な性教育を実施する．教材の開発、広報の仕方の

工夫をおこなう. -思春期のみならず、その後の性成熟期も対象とする.

2. 避妊の選択・実施およびそのための相談機関、医療機関へのアクセス

を良くする.

3. コロナの影響は、本来出産を選択したかもしれない既婚者、主婦、

1人以上の子どもを持つ世帯、不安定な職業、低所得者に多かったこと

などからも、妊娠・子育てへの経済的支援を厚くする．


